
モニタリング結果報告書

平成２１年８月

モニタリングの対象 行政分野へのＩＴ （情報通信技術）の活用とこれに併せた業
となる施策目標 務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営の簡

素化、効率化を図ること

１．政策体系上の位置付け

基本目標 ⅩⅡ 国民生活の利便性の向上に関わるＩＴ化を推進すること

施策目標 １ 電子政府推進計画を推進すること

施策目標 １－１ 行政分野へのＩＴ（情報通信技術）の活用とこれに併せた業
務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営
の簡素化、効率化を図ること

個別目標１ 利用者視点に立ったオンライン利用を促進すること

（評価対象事務事業）
・電子政府実現のための基盤整備

個別目標２ 全体最適を目指した業務・システム最適化を推進すること

（評価対象事務事業）
・厚生労働省ネットワーク（共通システム）最適化事業
・社会保険業務の業務・システム最適化事業
・職業安定行政関係業務の業務・システム最適化事業
・労災保険給付業務の業務・システム最適化事業
・監督・安全衛生等業務の業務・システム最適化事業
・労働保険適用徴収業務の業務・システム最適化事業

施策の概要（目的・根拠法令等）
１目的等

国民の利便性・サービスの向上を目的としてＩＴが活用される電子政府を実現するた
め、国・地方公共団体に対する申請・届出等手続について、利用者視点に立った抜本的
な見直し・改善等を進め、オンライン利用の飛躍的な拡大を図る。

２根拠法令等
○高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法 （平成１２年法律第１４）

４号）
○「ＩＴ新改革戦略 （平成１８年１月１９日ＩＴ戦略本部）」
○「重点計画‐2006 （平成１８年７月２６日ＩＴ戦略本部）」
○「電子政府推進計画 （平成１８年８月３１日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）」

連絡会議）
○「重点計画‐2007 （平成１９年７月２６日ＩＴ戦略本部）」
○「電子政府推進計画 （平成１９年８月２４日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）」

連絡会議）
○「ＩＴ政策ロードマップ （平成２０年６月１１日ＩＴ戦略本部）」
○「オンライン利用拡大行動計画 （平成２０年９月１２日ＩＴ戦略本部）」
「 」（ （ ）○ 電子政府推進計画 平成２０年１２月２５日各府省情報化統括責任者 ＣＩＯ
連絡会議）

【参考】
http://www kantei go jp/jp/singi/it /index htmlＩＴ戦略本部ホームページ . . . 2 .
http://www e-gov go jp/doc/scheme html電子政府の総合窓口 . . . .

（ＸⅡ－１－１）



（ＸⅡ－１－１）

主管部局・課室 大臣官房統計情報部企画課情報企画室
関係部局・課室 医薬食品局食品安全部、労働基準局、職業安定局、保険局、

社会保険庁

２．施策目標に係る指標等
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 重点２１手続のオンライン利用率 ４２ ４５.６

【 】（単位：％） － － － 【－】 106％
（７０％以上／平成２５年度、か
つ４３％以上／平成２０年度、４
７％以上／平成２１年度）

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、大臣官房統計情報部企画課情報企画室の調べによる。
・数値は 「行動計画 （※）に記載された社会保険・労働保険分野の重点手続（２１、 」

手続）の実績値である。

（※ 「オンライン利用拡大行動計画 （平成２０年９月１２日ＩＴ戦略本部）を指す。） 」
厚生労働省においては、上記「行動計画」に基づき、国民や企業による利用頻度の

高い、社会保険・労働保険分野の２１手続を重点手続と位置づけ、平成２５年度末ま
でにオンライン利用率７０％以上を目標とする等、利用者視点に立った様々な重点的
取組を行うこととしたものである。

http://www mhlw go jp/sinsei/torikumi/ /index html【参考】厚生労働省ホームページ . . . 09 .



（ＸⅡ－１－１）

３．個別目標に係る指標等
個別目標１

利用者視点に立ったオンライン利用を促進すること

個別目標に係る指標
アウトカム指標

（達成水準／達成時期）
※【 】内は、目標達成率（実績値／達成水準）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 重点２１手続のオンライン利用率 ４２ ４５.６

【 】（単位：％） － － ― 【－】 106％
（７０％以上／平成２５年度、か
つ４３％以上／平成２０年度、４
７％以上／平成２１年度）
※施策目標に係る指標１と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・指標１は、大臣官房統計情報部企画課情報企画室の調べによる。
・数値は 「行動計画」に記載された社会保険・労働保険分野の重点手続（２１手続）、

の実績値である。

参考統計 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
１ 行政手続オンライン化等の状況 ９６％ ９６％ ９５％ ９４％ ９２％
（調査名・資料出所、備考）

（ ）調査名：行政手続オンライン化等の状況 行政手続オンライン化法第10条に基づく資料
資料出所：総務省ホームページ（ . . . . ）http://www e-gov go jp/doc/announce html
備考：国の行政機関が扱う申請・届出等手続で、オンライン化の対象とされている手

続のうち、オンラインにより申請・届出等が可能となっている手続の割合。

個別目標を達成するための事務事業（評価対象事務事業）の評価
事務事業名 電子政府実現のための基盤整備

平成２０年度 ４０９百万円（補助割合：[国 ／ ][ ／ ][ ／ ]）
予算額等 一般会計、年金特会、労働保険特会、その他（ ）

平成２０年度 ４０４百万円
決算額

本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）
実 施 主 体 都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人

その他（ ）
事業の概要・必要性（事業の目的、対象、事業内容、事業の必要性等）
電子政府構築計画及び電子政府推進計画に基づき、利用者本位で透明性が高く効率的

で安全な行政サービスの提供と行政内部の業務・システムの最適化を図るという、電子
政府の構築を目指すために必要な事業である。

政府決定・重要施策との関連性
○「電子政府構築計画 （平成15年7月17日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会」

議決定後、平成16年6月14日一部改定）
○「電子政府推進計画 （平成１８年８月３１日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）」

連絡会議決定後、平成２０年１２月２５日に２度目の改定）
○「オンライン利用拡大行動計画 （平成２０年９月１２日 戦略本部）」 IT

事業(予算)実績等 １６ 1７ 1８ 1９ ２０H H H H H
予算推移（補正後） ３５０ ３４６ ７５３ ４５９ ４０９

（百万円）
予算上事業数等 ※ － － － － －（ ）

事業実績数等（※） － － － － －



実施状況の評価と今後の課題（改善点については期限を示す ）。
オンライン利用率の拡大に向け、申請・届出処理システムの整備及びシステム改善等

をほぼ予算どおりに実施したところ、前年度に比べ、オンライン申請件数が増加してお
り、オンライン利用率についても、前年度を上回ることが見込まれている。

したがって、オンライン申請の基盤整備に係る当該事業は、目標利用率の達成におい
ても有効であり、引き続き事業を継続する必要がある。

※当該事業が国民・事業主等がオンライン申請を行うための申請・届出処理システムの
整備及びシステム改善等に係る整備事業であることから適切な数値がないため、記載し
ていない。

個別目標２
全体最適を目指した業務・システム最適化を推進すること

（個別目標２については、成果重視事業評価により評価を行う ）。

（ＸⅡ－１－１）


